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１．問題と目的

　文部科学省（2007）1）は，障害のある幼児児童生徒に
自立や社会参加に向けた主体的な取り組みを支援すると
いう視点に立ち，一人一人の教育的ニーズを把握し，そ
の持てる力を高め，生活や学習上の困難を改善又は克服

するため，適切な指導及び必要な支援を行うとする「特
別支援教育」を導入し，「特殊教育」からの大転換を図っ
た。これは従来の特殊教育対象の障害のみならず，知的
の遅れのない発達障害やその疑いのある，特別な教育的
支援ニーズのある幼児児童生徒を対象に含めるとしたこ
とが大きな変更点と言える。以来，インクルーシブ教育
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システム構築（文部科学省，20122））を目指して，関連
する法律・条例の整備・施行とともに，特別支援教育が
推進されてきた。
　そして，特別支援教育を担う教員の養成・研修の充実
も取り組まれてきた。特別な教育的支援ニーズのある子
どもが在籍する全ての学校で，すべての教職員が特別支
援教育の実践に必要な知識・技能などを有していること
が求められており（文部科学省，20122）），特別支援教育
の専門性の向上や，現職教員に対する特別支援教育に関
する研修の充実が一層重要と考えられる。特別支援教育
の基礎理論に関するものは，不変的とされる内容が多い
が，より実践的な知識・技能においては，社会生活や家
庭環境の変化，児童生徒の実態，支援機器・技術の進歩
などとともに変わるものであろう。知識・技能は，いわ
ばカスタマイズやアップデートを頻繁に行う必要があり，
その機会として教員研修が期待される。
　教員研修には，教育委員会・校長等によって実施さ
れる初任者研修や年次研修など制度上必要な研修や特
別支援教育コーディネーターや特別支援学級の担任･担
当としての職務・役割として校務上必要な研修，教員
個人によって自主的に実施される職務に必要なことを自
己研鑽する研修，といった様々なものがある。特別支
援教育の現職教員研修に関する研究は決して多くはな
いが，その知見は着実に蓄積されている。その動向を
概観すると，研修ニーズに関する報告（眞城，20003）；
姉崎，20054）；橋本・小池・藤野他，20055）；齋藤・前
川・安藤他，20066）；徳永・渡邉・松村他，20077）；玉
村・越野・郷間他，20088）；田中，20099）；臼井・高木，
201210）；藤井・川合・落合，201311）；八木，201412）；左
藤・池田・山中他，201613）），研修システム・実施状況
に関する報告（眞城，200114）；真城，200215）；齋藤他，
20066）；徳永他，20077）；中村，200816）；田中，20099）；
濱渕・二宮・栢野，201017）；藤井他，201311）；惠羅・田
中・武藏他，201318）；左藤他，201613））に大別できる。
研修ニーズについては，特別支援教育への制度移行期
に伴って発達障害に関する研修へのニーズが高まってお
り（橋本他，20055）など），自立活動・教科の指導法や
障害，児童生徒理解に関する研修の要望が多くなされ
ている（左藤他，201613）など）。また，特別支援学校の
教員は地域の小・中学校や関係機関との連携の在り方
やアセスメントの研修を望んでいたのに対して，小・中
学校の教員は自校内での支援の在り方や通級による指
導や特別支援学級との連携に関する研修を強く望んでい
るという姉崎の報告（2005） 4）がある。これは，学校種
別，通常の学級と特別な教育の場（特別支援学校，特
別支援学級など）による差異がみられ，直接的な支援と

校内外の連携などによる間接的な支援について，各々の
教員が求めるものの違いが反映されたものと考える。本
調査の前報19）20）においても，特別支援教育に関する研
修に対して今後希望する内容について，教職経験年数
や担当する児童生徒の実態（障害特性や特別な教育的
支援など）による有意差はみられなかった一方で，教
員の所属間で有意差がみられた。特に，通級指導教室
（特別支援教室）と特別支援学校の教員の研修ニーズで
は，担当する児童生徒の障害や実態，授業づくりや指
導形態などに応じたものが求められていた。しかし本研
究の第3報21）では，通級指導教室・特別支援教室にお
いて，事例検討や具体的な指導法のように，より実践的
な研修内容へのニーズが高かった。このような結果の
違いに関して，一つの要因として自閉症・情緒障害を対
象としている学級と，難聴・言語障害を対象としている
学級のように教員が所属している学級の違いが考えられ，
より詳細に分類・検討する必要性が示唆された。研修ス
タイル・方法については「校内研修」について，通常学
級と特別支援学校からのニーズが高く，特別支援学級と
通級指導教室（特別支援教室）からのニーズが低いこと
などが明らかになった。
　一方で，研修システムの課題も指摘されている。例え
ば，特別支援学校教員養成課程カリキュラムや教員免許
状認定講習の修了によって得られる特別支援学校教員免
許状，特別支援教育士資格認定協会が認定する民間資格
である「特別支援教育士（S.E.N.S.）」など，特別支援教
育の専門性を担保するとされる証明書はあるものの，免
許・資格の取得を目的としない一般的な現職教員研修を
受講したことによって，その専門性が担保されたと称す
るシステムはみられない。中村（2008） 16）は研修終了後
に受講証の発行や研修履歴などのシステム化の必要性に
ついて主張しており，研修を受けた教員自身がその証を
求めていることもあろう。そこで，特別支援教育における
教員の専門性とその研修のあり方について，教育委員会
（教職員研修センターなど含む），各学校，外部の大学・
民間専門機関などの連携のもとに，教員にとって効果的・
効率的な研修モデル（On the Job Training （OJT；校内研
修）とOff the Job Training（Off-JT；校外研修），研修会・
ワークショップ，研修内容・方法のパッケージ化など）に
ついて検討する必要があり，加えて研修後の評価・成果
につながるライセンス（修了証）の発行システムについ
て考えることが期待されていると考える。ここでいう“ラ
イセンス”とは，新たな教員免許ではなく「実施権」の
ことを意味し，諸機関が試験などを課して取得する資格
のような独占的に実施できる専用実施権ではなく，大学
等の研究成果等を広く多くの教員が研修を受講して得た
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成果のような専門的実践ができることを示す通常実施権
をさすものである。そこで前報19）21）で，ライセンス（修
了証）発行へのニーズを調査したところ，ライセンスの
取得を希望するとした教員は過半数を超えることが明ら
かになった。しかし，研修後データと郵送データの比較
から，研修を受けた直後の教員の方が，よりライセンス
（修了証）取得希望が強いことが明らかになった。また，
通級指導教室・特別支援教室（郵送データ）においてラ
イセンスを「取得したい」と考えている教員が半数近く
にのぼったのに対し，特別支援学校では24%程度にとど
まった。この結果には，特別支援学校教員の特別支援学
校教諭免許状保有率が83.0%（文部科学省，202022））と
増加傾向にあるのに対し，通級指導教室・特別支援教室
の特別支援学校教諭免許状や当該障害種の免許状の保有
率が低いことが関係していると推察された。
　本調査ではより多くのデータから，研修ニーズに関す
る現況を明らかにし，教員の専門性向上や効率化を計る
ことのできる研修のあり方などについて検討し，新たな
研修システムの開発に向けた基礎的資料を得ることを目
的とする。

２．方法

２．１　調査対象
　首都圏の情緒障害等通級指導教室・特別支援教室（特
別支援教室：東京都が行っている通級による指導を教員
がすべての学校を巡回して行う全校配置システム）（以
下，通級指導教室・特別支援教室とする）のある小学校
1009校の担当教員及び全国の特別支援学校813校の教員
を対象とした。特別支援学校は，知的障害教育部門の各
学部主事・主任・教務教員いずれか1名に回答を依頼し
た。

２．２　調査内容
　特別支援教育に関する研修において，今後希望する教
員研修のスタイルについて，「校内研修」「グループ討議
を含む研修」「実技研修」「ケースカンファレンス」「授業
や指導参観」「インターネット等活用による遠隔講義」か
ら順位付けをしてもらった。また，効果的・効率的な教
員研修のあり方についての回答を自由記述で求めた。　

２．３　分析方法
　教員研修のスタイルについては，1位と回答された項
目について単純集計を行った後，1位と回答された項目
を「希望あり」，1位以外と回答された項目を「特になし」
とし，カイ二乗検定を行なった。次に自由記述から得ら

れた回答については，大学教員1名と臨床心理学を専門
とする大学院生2名が，意味のまとまりごとに切片化し，
KJ法を援用した方法によりカテゴリー化を行った。その
際，複数のカテゴリーに当てはまると判断された場合は
複数に分類した。表中の項目数（n）は延べ数である。

２．４　調査方法
　郵送法により，独自に作成した質問紙の回答を対象者
に依頼した。期間は2019年 7月から同年8月までとした。

２．５　回収率
　通級指導教室・特別支援教室における有効回答数は
362校（回収率36%），特別支援学校における有効回答数
は160校（回収率19.7%）で，そのうち小学部教員53名・
中学部教員47名・高等部教員58名であった。

２．６　分析の観点
　本調査の前報19）20）の対象である特別支援教育に関わ
る教員1206名のうち，通級指導教室・特別支援教室の教
員389名と特別支援学校の教員236名の結果（以下，研
修後データとする）と，本調査の結果（以下，郵送デー
タとする）を比較・分析することとした。なお，本調査
の対象である通級指導教室・特別支援教室の教員はすべ
て自閉症・情緒障害を対象とする教室に所属していた。
前報における自閉症・情緒障害を担当していた教員は
289名（74.3％），難聴・言語障害を担当している教員は
100名（25.7％）であった。

２．７　倫理的配慮 
　質問紙の郵送ならびに配布した際に，研究倫理を遵守
し，得られたデータは統計的に処理し，学校や個人など
が特定されることがないことを明記した調査依頼書を同
封・提示した。調査用紙への回答をもって，調査ならび
に研究結果の発表について同意が得られたものとした。
その上で，個人情報に十分留意し，倫理的配慮を行った。

３．結果

３．１　今後希望する研修スタイルについて
（1）所属における今後希望する研修スタイル
　通級指導教室・特別支援教室（郵送データ）の教員が
今後希望する研修スタイル（表1）は，ケースカンファ
レンス（52名，23.6%），実技研修（43名，19.5%），授業
や指導参観（43名，19.5%），校内研修（41名，18.6%），
グループ討議を含む研修（32名，14.5%），インターネッ
ト等活用による遠隔講義（9名，4.1%）であった。
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表１　 今後希望する研修スタイル（通級指導教室・特別
支援教室）（n=220）

　また，特別支援学校（郵送データ）の教員が今後希望
する研修スタイル（表 2）は，校内研修（37名，32.5%），
グループ討議を含む研修（21名，18.4%），実技研修（19
名，16.7%），ケースカンファレンス（16名，14.0%），授
業や指導参観（14名，12.3%），インターネット等活用に
よる遠隔講義（7名，6.1%）であった。

表２　今後希望する研修スタイル（特別支援学校）（n=114）

（2）研修後データと郵送データの比較
　研修後データと郵送データを比較すると，通級指導教
室・特別支援教室では，ほとんどの項目で有意差がみら
れなかった。郵送後データにおいて最もニーズの高い研
修スタイルであった「ケースカンファレンス」は，研修
後データでも同様に通級指導教室・特別支援教室の教員
からのニーズの高い研修スタイルであった。一方で，「グ
ループ討議を含む研修」（χ² （1）=8.812, p＜.01）への
ニーズが，郵送データに比べ，研修後データの方が有意
に高いことが明らかになった（表 3）。
　一方で特別支援学校では，すべての項目で有意差がみ
られなかった。「校内研修」は研修後データと郵送デー
タの両方において，最も高いニーズのある研修スタイル
であった（表 4）。

３．２　効果的・効率的な教員研修のあり方について
　教員の回答から得られた結果を，「だれが」「いつ」「ど
こで」「なにを」「どのように」の観点から分類し，「どの
ように」はさらに「研修の充実」「教員の負担軽減」「制
度化」「その他」に分類した。分類ごとにみると，通級
指導教室・特別支援教室では「だれが」に関して「現職
教員（ベテラン教員）」（9名，2.0%），「教育領域の専門
家（大学教員等）」7名（1.5%），「教員同士」7名（1.5%），
「教育領域以外の専門家（医療・ST等）」2名（0.4%），
「いつ」に関しては「長期休暇中」56名（12.4%），「勤務

研修スタイル 名（％）
ケースカンファレンス 52（23.6%）

実技研修 43（19.5%）
授業や指導参観 43（19.5%）
校内研修 41（18.6%）

グループ討議を含む研修 32（14.5%）
インターネット等活用による遠隔講義 9（4.1%）

研修スタイル 名（％）
校内研修 37（32.5%）

グループ討議を含む研修 21（18.4%）
実技研修 19（16.7%）

ケースカンファレンス 16（14.0%）
授業や指導参観 14（12.3%）

インターネット等活用による遠隔講義 7（6.1%）

7

n.s.

n.s.

n.s.

n.s.

n.s.

n.s.

 

表３　今後希望する研修スタイルにおける比較（通級指導教室・特別支援教室）（n=612）
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時間内」24名（5.3%），「都合のいい時にいつでも」9名
（2.0%），「研修のための時間を確保しやすい時期や時間
帯」4名（0.9%），「休日（土日祝日）」4名（0.9%），「ど
こで」に関しては「校内」12名（2.7%），「学校から近
い・交通の便がよい場所」9名（2.0%），「ローカルエリ
ア」6名（1.3%），「大学や研修センター」2名（0.4%），
「自宅等どこからでも」2名（0.4%），「なにを」に関し
ては「事例検討・ケースへの助言」18名（4.0%），「授
業や指導内容（方法や流れ）・実践事例の共有（授業や
指導参観）」14名（3.1%），「理論と実践法をバランスよ
く学べる内容」9名（2.0%），「授業や指導ですぐに活用
できる内容（教材の共有，アセスメント，授業・指導参
観，事例検討等）」9名（2.0%），「どのように」の「研
修の充実」に関しては「研修内容を選択することができ
る」24名（5.3%），「研修内容の精査（要点化・体系化）」
20名（4.4%），「校内研修・OJTの充実」17名（3.8%），
「継続的な研修」4名（0.9%），「通常級担任との合同研
修」3名（0.7%），「教員の負担軽減」に関しては「イン
ターネットの活用（オンライン講義，教材の共有）」30名
（6.6%），「研修を短時間にする，終了時刻を延長しない」
15名（3.3%），「事前準備や事後レポートの軽減」8名
（1.8%），「短期集中型」4名（0.9%），「研修を減らす・
やめる」3名（0.7%），「制度化」に関しては「校内での
研修サポート体制の確立（時間・人材・資金・研修に行
くことが許される雰囲気」23名（5.1%），「研修を勤務と

カウントする，職免，出張と認められる」17名（3.8%），
「研修の定例化・義務化（研修にあてる曜日を固定する）」
16名（3.5%），「研修や資格によって給料が増える，評価
につながる，免許更新に反映される」5名（1.1%），「資
格やライセンスを得ることができる，アセスメントをとれ
るようになる」3名（0.3%），「その他」に関しては「校
務軽減（研修を効率化する必要はない）」39名（8.6%），
「研修内容を校内で共有する」9名（2.0%），「地域校と
の共同研修（検討会等）」5名（0.4%），「講義形式」3
名（0.7%），「少人数」3名（0.7%）という回答が得られ
た（表5）。
　また特別支援学校では，「だれが」に関して「現職教
員（ベテラン教員）」（2名，1.0%），「教員同士」2名
（1.0%），「いつ」に関しては「長期休暇中」21名（10.0%），
「勤務時間内」7名（3.3%），「都合のいい時にいつでも」
4名（1.9%），「どこで」に関しては「校内」9名（4.3%），
「自宅等どこからでも」4名（1.9%），「大学や研修セン
ター」3名（1.4%），「ローカルエリア」2名（1.0%），「な
にを」に関しては「授業や指導内容（方法や流れ）・実
践事例の共有（授業や指導参観）」9名（4.3%），「授業
や指導ですぐに活用できる内容（教材の共有，アセスメ
ント，授業・指導参観，事例検討等）」8名（3.8%），「事
例検討・ケースへの助言」3名（1.4%），「どのように」
の「研修の充実」に関しては「研修内容を選択すること
ができる」27名（12.9%），「校内研修・OJTの充実（校

n.s.

n.s.

n.s.

n.s.

n.s.

n.s.

n.s.

 

表４　今後希望する研修スタイルにおける比較（特別支援学校）（n=351）
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内研修と外部の研修をバランスよく）」14名（6.7%），「研
修内容の精査（要点化・体系化）」5名（2.4%），「継続
的な研修」2名（1.0%），「教員の負担軽減」に関しては
「インターネットの活用（オンライン講義，教材の共有）」
11名（5.3%），「研修を短時間にする，終了時刻を延長し
ない」6名（2.9%），「事前準備や事後レポートの軽減」
3名（1.4%），「短期集中型」3名（1.4%），「制度化」に
関しては「研修の定例化・義務化」10名（4.8%），「校内
での研修サポート体制の確立（時間・人材・資金・研修
に行くことが許される雰囲気）」7名（3.3%），「資格やラ
イセンスを得ることができる，アセスメントをとれるよう
になる」2名（1.0%），「研修を勤務とカウントする，職
免，出張と認められる」2名（1.0%），「その他」に関し

ては「校務軽減（研修を効率化する必要はない）」20名
（9.6%），「教員の研修への参加意欲や主体性を向上させ
る」5名（2.4%），「小グループで行う」2名（1.0%）と
いう回答が得られた（表6）。通級指導教室・特別支援教
室，特別支援学校ともに，概ね研修後データと同様の回
答が得られたが，郵送データにのみ「ローカルエリア」
での研修の充実を求める回答がみられた。

４．考察

　本調査の結果から研修後データと郵送データの違いに
関わらず，「ケースカンファレンス」は通級指導教室・特
別支援教室の教員にとってニーズの高い研修スタイルで

 

 

表５　効果的・効率的な教員研修のあり方（通級指導教室・特別支援教室）（n=452）
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あることが明らかになった。また同様に，「校内研修」は
特別支援学校の教員にとってニーズの高い研修スタイル
であることが明らかになった。まず通級指導教室・特別
支援教室の教員については，岡野（2020）23）が通級に
よる指導について，個々の実態を把握し，指導計画や指
導法を考える困難さについて指摘しているように，現在
担当している子どもについて，行動面や認知面の個人差
の大きさや多様性から困難感を抱いていると考えられる。
このような要因から，ケースカンファレンスのようにケー
スを1つずつ取り扱うような研修スタイルを重要視して
いるのではないだろうか。一方で，特別支援学校の教員
については，在籍している児童生徒に多様性や個人差は
あるものの，教員の人数が多いため教員同士でケースに
ついて話す機会が多い，または過去の指導のデータベー
スが蓄積されているなどの要因から困難感が低いことが
推察される。よって，ケースカンファレンスのような研
修スタイルよりも新たな知見や知識を取り入れられる研
修が求められているのではないだろうか。本調査の特別
支援学校（郵送データ）の回答者は学部主事・主任・教
務教員等であることから，教員年数の多いベテラン層か
らも最新の研究知見や教育に関する情報への研修ニーズ

があることが推察される。なお本調査では校内研修の詳
細な内容について，調査紙上での明記はしていない。し
かし他の選択肢がグループ討議やケースカンファレンス，
授業や指導参観というように具体性のあるものであるこ
とを踏まえると，外部講師等による講義形式の研修と想
定したのではないかと考えられる。よって本調査では校
内研修を，講義形式の研修による新たな専門的知識や研
究知見等の収集と解釈した。新しい見聞を得ることへの
ニーズに加え，教師の職務の多忙さを鑑みると，働き方
改革に則った“実際的・実践的・コスパ”を重視する必
要があり，校外研修に赴くよりも，アウトリーチ型の研
修（今回では特に校内研修）が今後重要視されるのでは
ないだろうか。また，通級指導教室・特別支援教室の教
員が希望するケースカンファレンスについても，外部講
師が教員と共にケースについて検討し，助言するという
ようなアウトリーチ型のケースカンファレンスの方が，よ
り効果的・効率的な研修となると考えられる。
　他方で，今後希望する研修スタイルについて，ほとん
どの結果が10%台であり，項目間で大きな差はなかった。
この結果は，研修後データと郵送データで共通していた。
よって，最もニーズの高い研修以外は，あらゆる教員に

表６　効果的・効率的な教員研修のあり方（特別支援学校）（n=144）
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とって，一定のニーズがある研修であることが明らかに
なった。しかし，通級指導教室・特別支援教室の研修後
データにおけるグループ討議へのニーズは24.7%と高く，
郵送データと比較しても有意に高い結果が得られた。そ
の要因として，自閉症・情緒障害を対象としている学級
と，難聴・言語障害を対象としている学級のように教員
が所属している学級の違いが影響したのではないかと考
えられる。しかし本調査では，有意差が生じた要因につ
いて十分に検証できないため，今後さらに深く調査する
必要があるだろう。
　効果的・効率的な教員研修のあり方に関しては，研修
後データと郵送データはそれぞれ，首都圏の教員と全国
の教員のように調査対象に違いがあるにも関わらず，同
様の回答が得られた。よって，教員にとって効果的・効
率的な研修のあり方とは，教員の働いている地域によら
ず，あらゆる教員にとって同様のものと考えられる。し
かし，少数ではあるが，郵送データ特有の回答として
「ローカルエリア」での研修の充実を求めるものがあった。
ローカルエリアで働く教員にとっても効果的・効率的な
研修となるよう考慮された研修システムの構築が必要だ
ろう。

　本研究は，東京学芸大学現職教員研修推進機構による
プロジェクト『特別支援教育に関わる大学発信型現職教
員研修システムの開発』の一環として行った。
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